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その財源は 

どうしたか？ 

どのような資産を

もっているか？ 

Ⅰ 貸借対照表（バランスシート） 
 
Ⅰ-１．貸借対照表とは？  
 
 地方公共団体の決算書は、１年間にどのような収入があり、何にいくら使ったのかを

明らかにするものですが、現在どれだけの資産があり、どれだけの負債があるのかがわ

かりにくいものとなっています。 
 
そこで、貸借対照表を作成し、これまでに取得した土地や建物などの資産の状況とそ

の資産を形成するための財源がどのように調達されたのかを明らかにします。 
 

 貸借対照表は、バランスシートとも呼ばれ、左側（借方）に市が保有している土地・

建物・預金などの「資産」を示し、右側（貸方）にその資産を形成したために、将来の

世代が負担し今後支払いが必要となるもの「負債」と、これまでの世代が既に負担し支

払いの必要がないもの「純資産」がいくらあるのかが示されます。 

 

 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 Ⅰ-２．貸借対照表の作成基準  
 

 貸借対照表については、「新地方公会計制度実務研究会報告書（平成 19年 10月総務

省）」に示されている作成方法「総務省方式改訂モデル」に基づき作成しています。 

 

(１) 対象会計範囲 

 普通会計を対象としています。 
    

(２) 作成基準日 

  平成22年3月31日を基準日としています。 

 ただし、平成22年4月1日から5月31日までの出納整理期間の収支は、

基準日までに終了したものとして処理しています。 
    

(３) 基礎数値 

 昭和44年度以降の決算統計データを基礎数値としています。 
 

(４) 有形固定資産の算定方法 

①取得原価 

決算統計の普通建設事業費の累計値を取得原価とし、他団体等に対する補

助金・負担金は控除して算定しています。 

借    方 

 
 

 

資  産 
（土地・建物・預金など） 

 
負  債 

将来の世代が負担 

（今後、支払いが必要） 

 
純資産 

これまでの世代が負担 

（支払い不要） 

貸    方 
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耐用年数 耐用年数

50 48

25 60

49

30 50

25 30

25 49

25

48

25 20

48 40

30 40

50 25

50 40

20 25

30 25

25

25 50

10

50

25

【　耐　用　年　数　表　】

 総　　務　　費

 民　　生　　費

 衛　　生　　費

 土　　木　　費

庁 舎

そ の 他

 教　　育　　費

 そ　　の　　他

住 宅

空 港

そ の 他

 消　　防　　費

都 市 下 水 路

区 画 整 理

公 園

そ の 他

道 路

橋 り ょ う

河 川

砂 防

海 岸 保 全

港 湾

都 市 計 画

街 路

漁 港

農 業 農 村 整 備

海 岸 保 全

そ の 他

造 林

林 道

治 山

砂 防

そ の 他

 労　　働　　費

 農林水産業費

庁 舎 等

そ の 他

保 育 所

決算統計上の区分 決算統計上の区分 

 商　　工　　費

決算統計上の区分 貸借対照表上の科目

総務費、その他 総　　務

民生費 福　　祉

衛生費 環境衛生

農林水産業費、労働費、商工費 産業振興

土木費 生活インフラ・国土保全

消防費 消　　防

教育費 教　　育

②減価償却 

 用地取得費以外は、当該固定資産取得又は普通建設事業費支出の翌年度か

ら減価償却を開始しています。 

また、減価償却の方法は残存価額ゼロの定額法とし耐用年数は次のとおり

です。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
③科目対応 

 決算統計上の区分と貸借対照表上の科目との対応関係は次のとおりです。 
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H22.3.31住民基本台帳人口 34,619人
（単位：千円）

市民１人あたり 市民１人あたり

１　公共資産 56,277,323 1,625１　固定負債 15,044,143 435

(1) 有形固定資産 55,572,766 1,605 (1) 地方債 12,158,251 351

(2) 売却可能資産 704,557 20 (2) 長期未払金 547,956 16

(3) 退職手当引当金 2,337,936 68

(4) 損失補償等引当金 0 0

２　投資等 3,215,056 93

(1) 投資及び出資金 615,413 18 ２　流動負債 1,630,239 47

(2) 貸付金 141,683 4 (1) 翌年度償還予定地方債 1,424,059 41

(3) 基金等 2,319,026 67 (2) 短期借入金 0 0

(4) 長期延滞債権 171,126 5 (3) 未払金 71,774 2

(5) 回収不能見込額 △ 32,192 △ 1 (4) 翌年度支払予定退職手当 0 0

(5) 賞与引当金 134,406 4

負　　債　　合　　計 16,674,382 482

市民１人あたり

３　流動資産 4,323,252 125１　公共資産等整備国県補助金等 11,820,566 341

(1) 現金預金 4,265,747 123２　公共資産等整備一般財源等 37,494,293 1,083

(2) 未収金 57,505 2 ３　その他一般財源等 △ 2,806,515 △ 81

４　資産評価差額 632,905 18

純　 資　 産　 合　 計 47,141,249 1,361

資　　産　　合　　計 63,815,631 1,843 負 債 ・ 純 資 産 合 計63,815,631 1,843

[純資産の部]

貸　借　対　照　表
(平成22年3月31日現在)

[資産の部] [負債の部]

Ⅰ-３．貸借対照表の概要  
 

Ⅰ-３-１ 総  括   
 
21年度末の東温市の「資産」は、638億1千6百万円（市民１人あたり184万3千円）ありま

す。 

この「資産」を形成するための財源は、国・県の補助金やこれまでの世代が負担した

「純資産」が 471億4千 1百万円（市民１人あたり136万1千円）、将来世代の負担である「負

債」は166億7千5百万円（市民１人あたり48万2千円）となっています。 

「負債」と「純資産」の割合は、概ね3：7です。 
      

※金額はいずれも集計単位での四捨五入のため、合計があわないことがあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

将来世代の負担 

これまでの世代の負担 

これまでに形成してきた 

資産の状況 

資産を形成するため 

財源をどこから調達したのか 
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　１　公共資産

　２　投資等

　３　流動資産

純資産

負　　債資　　産

Ⅰ-３-２ 資  産   
 
１ 公共資産 
 
 資産のうち「公共資産」は、[有形固定資産]と[売却可

能資産]で構成されており、562億7千7百万円と「総資

産」の88％を占めています。 

 
 
(1)有形固定資産 

道路や公園、小中学校・保育所などの土地や建物などの有形固定資産が555億7千3百

万円で「総資産」の87％を占めています。 

 

21年度では、小学校・保育所施設の改修や市営住宅・消防車両の整備、その他道路など

の整備で、13億2千万円の資産を取得しましたが、これまでに取得している有形固定資産

の減価償却額が 19億 1千 5百万円と、資産の取得額を上回ったため前年度と比べ 5億 9

千5百万円減少しています。 

 

(2)売却可能資産 

公共資産のうち、旧重信町役場跡地など、現在行政目的のために使用されていない売却

可能資産は7億5百万円あります。 

 

 

 

２ 投資等 
  

資産のうち「投資等」は、公営企業や公社への[出資金]

や[貸付金]、[基金]、[長期延滞債権]など32億1千5百

万円となっています。 
 
 
 
(1)投資及び出資金 

市の水道事業会計や土地開発公社、県出資法人などに6億2千万円の出資をしています。

21年度では、引き続き水道事業会計への出資を行った結果、前年度と比べ7千6百万円増

加しました。 

 

(2)貸付金 

地域総合整備資金や住宅新築資金など1億4千2百万円の貸し付けをしています。21年

度では、貸付金の回収により前年度と比べ6千万円減少しました。 

 

(3)基金等 

地域福祉基金やふるさと基金などの特定目的基金が9億7千3百万円、土地開発基金が

4億3千万円あります。また、退職手当組合積立金は9億1千6百万円となっています。 

 

(4)長期延滞債権 

市税や住宅使用料、保育料で納付期限から１年以上納付されていない債権が1億7千1

百万円あります。 

 

(5)回収不能見込額 

過去の回収不能実績から、「貸付金」及び「長期延滞債権」のうち、3千2百万円を回収

不能見込額として計上しています。 

 

　１　公共資産

　２　投資等

　３　流動資産

純資産

負　　債資　　産
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　１　公共資産

　２　投資等

　３　流動資産

純資産

負　　債資　　産
３ 流動資産 
  

資産のうち「流動資産」は、財政調整や減債のための[基

金]や[現金]、市税等の[未収金]の合計 43億 2千 3百万

円となっています。 

 
   
(1)現金預金 

財政調整基金が26億4千万円、減債基金が8億5千4百万円、歳計現金が7億7千2

百万円あり、現金預金の合計は42億6千6百万円で総資産の7％を占めています。 

 

(2)未収金 

21年度の歳入として調定していた地方税と、保育料や住宅使用料などの未収金が5千8

百万円あります。 

 

 

Ⅰ-３-３ 負  債   
 
１ 固定負債 
  

負債のうち「固定負債」は、23年度（翌々年度）以降

に支払や返済が行われる[地方債]、[長期未払金]、[退職

手当引当金]の合計150億4千4百万円となっています。 

 
 
(1)地方債 

地方債のうち、翌々年度以降に償還されるものが121億5千8百万円あり、負債総額の

73％を占めています。21年度に地方債を8億9千5百万円発行し、14億2千2百万円償

還した結果、5億2千7百万円減少して、地方債残高は135億8千2百万円となりました。 

 

(2)長期未払金 

債務負担行為を行っている特別養護老人ホーム建設事業、県営ほ場整備事業など翌々年

度以降に支出予定の長期未払金が5億4千8百万円となっています。 

 

(3)退職手当引当金 

退職手当引当金は、特別職を含む普通会計の全職員が年度末に全員退職したと仮定した

場合に必要と見込まれる退職手当支給額で23億3千8百万円となっています。 

 

 

２ 流動負債 
 

負債のうち「流動負債」は、１年以内に支払や返済が

行われる[地方債]、[未払金]、[賞与引当金]などの合計、

16億3千万円となっています。 

 
 

 
(1)翌年度償還予定地方債 

地方債のうち、翌年度の償還予定額は14億2千4百万円となっています。 

 

(2)短期借入金（翌年度繰上充用金） 

収支不足は発生していません。 
 

　１　固定負債

　２　流動負債

純資産

資　　産

負　　債

　１　固定負債

　２　流動負債

純資産

資　　産

負　　債
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(3)未払金 

債務負担行為を行っている特別養護老人ホーム建設事業、県営ほ場整備事業など翌年度

支払予定の未払金が7千2百万円となっています。 

 

(4)翌年度支払予定退職手当 

退職手当組合に加入しているため計上額はありません。 

 

(5)賞与引当金 

賞与引当金は、翌年度の6月に支給される賞与のうち、21年度負担相当額で1億3千4

百万円となっています。 

 
 

Ⅰ-３-４ 純 資 産   
 

１ 公共資産等整備国県補助金等 
  

住民サービスの提供に必要な資産整備などの財源とし

て国・県から受けた補助金で 118億 2千 1百万円となっ

ています。21年度に公共資産整備の財源として受け入れ

た国県補助金 4億 7百万円に対して、これまでに受け入

れている国県補助金の償却額が 5億 5千 2百万円と上回

ったために前年度と比べ1億4千6百万円減少しました。 

 

２ 公共資産等整備一般財源等 
  

住民サービスの提供に必要な資産整備などの財源のうち、上記の国・県補助金と

建設地方債を除いたもので374億9千4百万円となっています。 

 
３ その他一般財源等 
  

公共資産等以外の資産から公共資産等整備財源以外の負債を差し引いた額でマイ

ナス28億7百万円となっています。 

これは、翌年度以降の負担額のうち、28億7百万円については使途が既に拘束さ

れているといえます。 
 
 具体的には、退職手当引当金や赤字地方債（減税補てん債、臨時財政対策債など）

など資産形成につながらない負債に対して、それらの支出に対する備えが蓄えられ

ていないことを表しています。 
  
ただし、東温市が例外的なわけではなく、多くの団体でその他一般財源はマイナ

スになるものと考えられます。 
 
なお、減税補てん債や臨時財政対策債などの赤字地方債については、地方交付税

の代替措置として発行が認められたものであり、償還財源は将来地方交付税で充当

されます。 

 
４ 資産評価差額 
  

売却可能資産の時価評価額と取得価額との差額6億3千3百万円を資産評価差額

として計上しています。 

 

 ３　その他一般財源等

 ４　資産評価差額

資　　産

負　　債

純資産
 １　公共資産等整備
　　 国県補助金等

 ２　公共資産等整備
　　 一般財源等
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（単位：百万円）

これまでの世代が負担

　　[純資産合計]　(B)

将 来 世 代 が 負 担

(A)－(B)

47,49646,825 82.0%

20年度

56,889 100.0%

46,750 82.2%81.3% 46,993 81.6%

10,616 18.4%18.0% 16.2%10,889 18.7% 10,139 17.8%10,246

47,141 83.8%

58,385

9,136

100.0%56,277

21年度19年度18年度

100.0% 57,609 100.0%100.0%

年　　　度
公 共 資 産 合 計

(A)

17年度

57,071

0

100

200

300

400

500

600

700

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度

億円

15.0%

16.0%

17.0%

18.0%

19.0%

20.0%

将来世代が負担

これまでの世代が負担

将来世代の負担比率

Ⅰ-３-５ 注  記  
 
１ 他団体及び民間への支出金により形成された資産 
  

他団体及び民間への支出金により形成された資産は、総額で53億9百万円あり、

このうち38億3千万円が一般財源等により充当されています。  
２ 交付税措置地方債の金額 
  

地方債残高135億8千2百万円のうち、85億5千2百万円（63％）については、

将来の地方交付税の算定基礎額に含まれることが見込まれています。 
 

３ 普通会計の将来負担に関する情報 
  
普通会計の将来負担額289億3千万円に対して207億9千3百万円の基金等将来

負担軽減資産があり、差引き実質的な負担額は81億3千7百万円となります。 
 

４ 土地及び減価償却累計額 
  

有形固定資産555億7千3百万円のうち、土地が126億4千9百万円あり、償却

資産は429億2千4百万円となります。 

減価償却累計額は367億5千7百万円あり、償却資産の取得価額796億8千1百

万円に対して46％の減価償却が進んでいることになります。 

 
 
Ⅰ-４．貸借対照表を用いた財務分析  

 
Ⅰ-４-１ 社会資本形成の世代間負担比率  
  
社会資本の整備結果を示す公共資産を、これまでの世代（過去及び現世代）と将来世

代でどれだけ負担するのかを示す比率です。 

21年度では、これまでの世代の負担が83.8％、将来世代の負担が16.2％となってお

り、18年度以降、将来世代の負担比率が減少しています。 
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（単位：千円）

20年度 21年度 増減 20年度 21年度 増減

１　公共資産 56,888,74156,277,323△ 611,418１　固定負債 15,565,56315,044,143△ 521,420

(1) 有形固定資産 56,167,34655,572,766△ 594,580(1) 地方債 12,694,58412,158,251△ 536,333

(2) 売却可能資産 721,395704,557△ 16,838(2) 長期未払金 594,134547,956△ 46,178

(3) 退職手当引当金 2,276,8452,337,93661,091

(4) 損失補償等引当金 0 0 0

２　投資等 3,154,1183,215,05660,938

(1) 投資及び出資金 539,892615,41375,521２　流動負債 1,600,1821,630,23930,057

(2) 貸付金 201,297141,683△ 59,614(1) 翌年度償還予定地方債 1,415,0051,424,0599,054

(3) 基金等 2,287,5322,319,02631,494(2) 短期借入金 0 0 0

(4) 長期延滞債権 161,645171,126 9,481(3) 未払金 53,314 71,774 18,460

(5) 回収不能見込額 △ 36,248△ 32,192 4,056(4) 翌年度支払予定退職手当 0 0 0

(5) 賞与引当金 131,863134,406 2,543

17,165,74516,674,382△ 491,363

20年度 21年度 増減

３　流動資産 3,873,1354,323,252450,117１　公共資産等整備国県補助金等 11,966,29211,820,566△ 145,726

(1) 現金預金 3,813,4574,265,747452,290２　公共資産等整備一般財源等 37,164,83237,494,293329,461

(2) 未収金 59,67857,505△ 2,173３　その他一般財源等 △ 3,030,618△ 2,806,515224,103

４　資産評価差額 649,743632,905△ 16,838

46,750,24947,141,249391,000

63,915,99463,815,631△ 100,363 63,915,99463,815,631△ 100,363

[資産の部] [負債の部]

貸　借　対　照　表

負債 ・ 純資産合計

純 資 産 合 計

負　債　合　計

資　産　合　計

[純資産の部]

0

200

400

600

800
億円

負　　 債 173.72億円 180.02億円 176.62億円 171.66億円 166.75億円

純 資 産 468.25億円 474.96億円 469.92億円 467.50億円 471.41億円

資　　 産 641.97億円 654.98億円 646.54億円 639.16億円 638.16億円

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度

Ⅰ-４-２ 年度間の比較  
 
「資産」は、前年度末に比べ1億円減少しました。 
主な要因は 21年度の資産取得額よりも、これまでに取得している有形固定資産の減
価償却額が上回ったために減少したものです。 

 
「負債」は、前年度末に比べ4億9千1百万円減少しました。 
主な要因は 21年度に発行した地方債よりも償還額が上回ったため、地方債残高が減
少したことによるものです。 

 
「純資産」は、前年度末に比べ3億9千1百万円増加しました。 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 17年度から21年度までの貸借対照表の推移は、下表のとおりです。 
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（単位：百万円）

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度

歳 入 合 計 A 12,852 13,404 12,618 12,716 14,148

資 産 合 計 B 64,197 65,498 64,654 63,916 63,816

予算額対資産比率 B/A 5.0年 4.9年 5.1年 5.0年 4.5年

年　　　度

予算額対資産比率の推移

（単位：百万円）

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度

減 価 償 却 累 計 額 A 29,023 30,959 32,917 34,842 36,757

有形固定資産合計 B 57,071 57,595 56,852 56,167 55,573

土 地 C 12,579 12,629 12,641 12,644 12,649

資 産 老 朽 化 比 率
46.1%42.7%40.8%39.5%

年　　　度

A/（B-C+A）
44.5%

資産老朽化比率の推移

Ⅰ-４-３ 歳入額対資産比率  
  
歳入総額に対する資産の比率は、現在の資産が形成されるために、何年分の歳入が充

当されているのかを示す比率で、年数が多いほど社会資本の整備が進んでいると考えら

れます。平均的な値は、３～７年といわれており、東温市では､約５年分の歳入に相当

する資産を保有していることになります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
Ⅰ-４-４ 資産老朽化比率  
  
有形固定資産のうち、土地以外の償却資産の取得価額に対する減価償却累計額の割合

をみることにより、耐用年数に比して償却資産の取得からどの程度経過しているのか把

握することができます。 

 平均的な値は、35％～50％の間の比率といわれており、東温市の資産老朽化率は､

46.1％になっています。 

 資産老朽化比率の推移を見てみると、17年度から21年度にかけて徐々に上昇してい

ます。これは、近年の公共事業費の減少により、資産を取得するよりも過去に取得した

資産の減価償却の方が大きくなっているためです。 
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（単位：百万円、％）

資　産　額 構成比 資　産　額 構成比 資　産　額 構成比 資　産　額 構成比 資　産　額 構成比

①生活インフラ・国土保全 30,024 52.6% 29,843 51.8% 29,580 52.0% 29,393 52.3% 28,868 52.0%

②教育 10,489 18.3% 11,475 19.9% 11,515 20.2% 11,486 20.5% 11,732 21.1%

③総務 6,256 11.0% 6,111 10.6% 5,976 10.5% 5,857 10.4% 5,733 10.3%

④産業振興 6,433 11.3% 6,020 10.5% 5,733 10.1% 5,412 9.6% 5,028 9.0%

⑤福祉 1,950 3.4% 1,850 3.2% 1,759 3.1% 1,764 3.2% 1,850 3.3%

⑥環境衛生 1,371 2.4% 1,387 2.4% 1,349 2.4% 1,357 2.4% 1,419 2.6%

⑦消防 548 1.0% 909 1.6% 940 1.7% 898 1.6% 943 1.7%

有形固定資産合計 57,071 100.0% 57,595 100.0% 56,852 100.0% 56,167 100.0% 55,573 100.0%

21年度
目　　的

17年度 18年度 19年度 20年度

有形固定資産の行政目的別資産額の推移
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Ⅰ-４-５ 有形固定資産の行政目的別割合  
  

有形固定資産の行政目的別割合

をみることにより、行政分野ごとの

公共資産形成の比重を把握するこ

とができます。 
 
これを見ると、①生活インフラ・

国土保全が 52.0％と大きな比重を

占めており、次いで②教育費が

21.1％、③総務費が 10.3％、④産

業振興費が9.0％、⑤福祉が3.3％

の順になっています。 

 

 

行政目的別資産額の推移を17年度から21年度でみてみると、①生活インフラ・国

土保全と④産業振興費が減少傾向にあります。この要因は、近年の市道や農道などの

整備による新たな資産の取得よりも、過去に取得している資産の減価償却額の方が多

くなっているためです。 
 
一方、②教育費では学校施設の耐震化などによる資産整備を進めていること、また、

⑤福祉では保育所施設の改修を行ったことなどにより資産残高が増加しています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

④産業振興
9.0%

⑤福祉
3.3%

⑥環境衛生
2.6%

①生活インフラ
・国土保全

52.0%

③総務
10.3%

②教育
21.1%

⑦消防
1.7%
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その対価として

いくら負担して

もらったか？ 

資産形成以外の

行政サービス費用

はいくらか？ 

【経常行政コスト】

人にかかるコスト

人件費 給与費から退職手当組合負担金及び前年度賞与引当金を除いた金額

退職手当引当金繰入等 当該年度に引当金として新たに繰り入れた額など

賞与引当金繰入額 翌年度に支払うことが予定される賞与のうち当年度負担分

物にかかるコスト

物件費 旅費、備品購入費、委託料、光熱水費などの経費

維持補修費 施設などの維持補修に要する経費

減価償却費 有形固定資産の当年度減価償却額

移転支出的なコスト

社会保障給付 児童手当、児童扶養手当、高齢者や障害者、生活保護に対する扶助費など

補助金等 一部事務組合に対する負担金、公営企業や各種団体に対する補助金など

他会計への支出額 特別会計など他会計に対する繰出金

他団体等への公共資産整備補助金等 他団体への公共資産整備費に対する補助金、負担金

その他のコスト

支払利息 地方債の利子支払額

回収不能見込計上額 時効等により徴収不能となった市税や使用料・手数料など

その他行政コスト 上記以外のコスト

【経常収益】

施設を利用した際に徴収する料金の調定額

戸籍や住民票、税務証明の発行などの手数料の調定額

分担金・負担金、寄付金の調定額

経常行政コストから行政サービス提供の対価である使用料・手数料や負担金・分担金などの
経常収益を差し引いた金額

純経常行政コスト

使用料

手数料

分担金・負担金・寄付金

Ⅱ 行政コスト計算書  
 
Ⅱ-１．行政コスト計算書とは？  

 
行政コスト計算書は、１年間の行政活動のうち福祉サービスやごみの収集のように

「資産の形成につながらない行政サービスに要する経費（経常行政コスト）」と「その

行政サービスの対価として得られる使用料や手数料などの収益（経常収益）」を対比さ

せた財務書類です。  
民間企業会計における損益計算書にあたるものですが、損益計算書が営業活動に伴う

収益と費用を対比して「当期純利益」を計算するのに対して、行政コスト計算書は、経

常的な行政活動に伴う費用とその対価として得られる収益を対比して、「税収等で賄わ

なければならない行政コスト（純経常行政コスト）」を算出する点で大きく異なります。 
 

Ⅱ-２．行政コスト計算書の作成基準  
 
 行政コスト計算書については、「新地方公会計制度実務研究会報告書（平成 19年 10

月総務省）」に示されている作成方法「総務省方式改訂モデル」に基づき作成しています。 

 

(１)コストの範囲 

  現金の出納に止まらず、行政サービスに要した21年度の全てのコスト（現金支

出に、減価償却費、退職手当引当金といった非現金支出を加えたもの）を計上し

ています。 

 

(２)性質別経費の分類 
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H22.3.31住民基本台帳人口 34,619人

（単位：千円）

金　　　額 （市民１人あたり） （構成比率）

11,508,637 332 100.0%

　１．人にかかるコスト 2,352,532 68 20.5%

（１）人件費 1,989,753 57 17.3%
（２）退職手当引当金繰入等 228,373 7 2.0%
（３）賞与引当金繰入額 134,406 4 1.2%

　２．物にかかるコスト 4,131,340 119 35.9%

（１）物件費 1,915,481 55 16.7%
（２）維持補修費 301,152 9 2.6%
（３）減価償却費 1,914,707 55 16.6%

　３．移転支出的なコスト 4,715,946 137 41.0%

（１）社会保障給付 1,587,909 46 13.8%
（２）補助金等 1,098,995 32 9.6%
（３）他会計等への支出額 1,800,841 52 15.6%

228,201 7 2.0%

　４．その他のコスト 308,819 8 2.6%

（１）支払利息 255,251 7 2.2%
（２）回収不能見込計上額 3,777 0 0.0%
（３）その他行政コスト 49,791 1 0.4%

328,330 8 2.9%

使用料・手数料 278,704 7 2.4%

分担金・負担金・寄附金 49,626 1 0.5%

11,180,307 324 97.1%

行政コスト計算書
自　平成21年4月  1日　　　至　平成22年3月31日

（差引）純経常行政コスト ａ－ｄ

経 常 行 政 コ ス ト ａ

経 常 収 益 ｂ

（４）他団体への
　　　公共資産整備補助金等

人にかかるコスト
23.53億円 経常収益

（受益者負担）
3.28億円

物にかかるコスト
41.31億円

111.80億円

移転支出的
なコスト

47.16億円
純経常行政コスト
（税収等で賄う）

その他
のコスト
3.09億円

経常行政コスト　115.09億円 経常収益　　3.28億円

Ⅱ-３．行政コスト計算書の概要  
 

Ⅱ-３-１ 総  括  
  
21年度の「経常行政コスト」は、減価償却費や退職手当引当金といった非現金支出を

含め 115億 9百万円（市民１人あたり 33万 2千円）、これに対して、「経常収益」は 3億 2千 8

百万円（市民１人あたり8千円）（受益者負担割合は2.9％）で、差引き「純経常行政コスト（税

収等で賄わなければならない行政コスト）」は111億8千万円（市民１人あたり32万4千円）と

なっています。 
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（単位：千円）

金　　　額
市　　　民
１人あたり

金　　　額
市　　　民
１人あたり

金　　　額
市　　　民
１人あたり

10,718,993 308 11,508,637 332 789,644 24

１．人にかかるコスト 2,434,084 70 2,352,532 68 △ 81,552 △ 2

（１）人件費 2,054,993 59 1,989,753 57 △ 65,240 △ 2

（２）退職手当引当金繰入等 247,228 7 228,373 7 △ 18,855 0

（３）賞与引当金繰入額 131,863 4 134,406 4 2,543 0

２．物にかかるコスト 3,836,432 110 4,131,340 119 294,908 9

（１）物件費 1,661,661 48 1,915,481 55 253,820 7

（２）維持補修費 249,537 7 301,152 9 51,615 2

（３）減価償却費 1,925,234 55 1,914,707 55 △ 10,527 0

３．移転支出的なコスト 3,794,913 109 4,715,946 137 921,033 28

（１）社会保障給付 1,433,133 41 1,587,909 46 154,776 5
（２）補助金等 619,825 18 1,098,995 32 479,170 14

（３）他会計等への支出額 1,586,184 46 1,800,841 52 214,657 6
（４）他団体への公共資産整備補助金等 155,771 4 228,201 7 72,430 3

４．その他のコスト 653,564 19 308,819 8 △ 344,745 △ 11

（１）支払利息 275,724 8 255,251 7 △ 20,473 △ 1
（２）回収不能見込計上額 △ 4,515 0 3,777 0 8,292 0

（３）その他行政コスト 382,355 11 49,791 1 △ 332,564 △ 10

20年度 21年度 増　　減

経 常 行 政 コ ス ト ａ

Ⅱ-３-２ 経常行政コスト  
 

１ 性質別行政コスト 
 

資産形成に結びつかない１年間の行政サービスを提供するために要した経費を性

質別に見てみると、人件費など「人にかかるコスト」が23億5千3百万円（市民１人あ

たり6万8千円）で「経常行政コスト」の20.5％を占めています。 

前年度と比較すると、職員の退職・採用に伴う新陳代謝などにより8千2百万円の

減となっています。 

 

物件費、減価償却費など「物にかかるコスト」は、41億3千1百万円（市民１人あたり

11万9千円）で「経常行政コスト」の35.9％を占めています。内訳は、物件費が19億1

千5百万円（市民１人あたり5万5千円）、維持補修費が3億1百万円（市民１人あたり9千円）、減

価償却費が19億1千5百万円（市民１人あたり5万5千円）となっています。 

前年度と比較すると、物件費が緊急雇用創出事業や電子黒板・デジタルテレビの購

入などにより2億5千4百万円の増となっています。 

 

社会保障給付や他会計への支出など「移転支出的なコスト」は、47億1千6百万円

（市民１人あたり13万7千円）で「経常行政コスト」の41.0％を占めています。主なものは、

社会保障給付が15億8千8百万円（市民１人あたり4万6千円）、他会計への支出金が18億

1百万円（市民１人あたり5万2千円）です。 

前年度と比較すると、社会保障給付費が生活保護費や障害者福祉費などの増加によ

り1億5千5百万円の増、補助金等が定額給付金の給付などにより4億7千9百万円

の増、他会計への支出についても国民健康保険・後期高齢者医療・公共下水道特別会

計への繰出金の増により2億1千5百万円の増となるなど、トータルで9億2千1百

万円の大幅な増となっています。 

 

支払利息など「その他のコスト」は、3億 9百万円（市民１人あたり 8千円）で「経常行

政コスト」の2.6％を占めており、このうち支払利息が2億5千5百万円（市民１人あた

り7千円）となっています。その他行政コストは、20年度に特別養護老人ホーム新築の

債務保証が新たに追加されたことにより大幅な増となっていましたが、今年度は新た

な追加はなく3億3千3百万円の減となっています。 
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（単位：百万円）

金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額 構成比

福　祉 2,949 29.5% 3,078 29.4% 3,220 30.0% 3,479 30.2%

総　務 1,133 11.3% 1,109 10.6% 1,170 10.9% 1,816 15.8%

 生活インフラ・国土保全 1,413 14.1% 1,408 13.5% 1,435 13.4% 1,572 13.7%

教　育 1,244 12.4% 1,313 12.6% 1,303 12.1% 1,351 11.7%

産業振興 1,306 13.1% 1,435 13.7% 1,224 11.4% 1,258 10.9%

環境衛生 943 9.4% 997 9.5% 976 9.1% 1,018 8.9%

消　防 563 5.6% 642 6.1% 578 5.4% 572 5.0%

支払利息 293 2.9% 290 2.8% 276 2.6% 255 2.2%

議　会 160 1.6% 166 1.6% 159 1.5% 134 1.2%

 回収不能見込計上額 6 0.1% 15 0.1% △ 4 0.0% 4 0.0%

その他行政コスト 2 0.0% 10 0.1% 382 3.6% 50 0.4%

計　（経常行政コスト） 10,012 100.0% 10,463 100.0% 10,719 100.0% 11,509 100.0%
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２ 目的別行政コスト 
 

「経常行政コスト」を目的別にみてみると、福祉が34億7千9百万円（構成比30.2％）

と最も多く、次に総務が18億1千6百万円（構成比15.8％）、生活インフラ・国土保

全が15億7千2百万円（構成比13.7％）、教育が13億5千1百万円（構成比11.7％）、

産業振興が12億5千8百万円（構成比10.9％）、環境衛生が10億1千8百万円（構

成比8.9％）の順になっています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

前年度と比較すると、増加している主な項目は、総務が定額給付金の給付などによ

り6億4千6百万円の増、福祉が生活保護費や障害者福祉費などの社会保障給付費の

増加により2億5千9百万円の増、生活インフラ・国土保全が道路補修や公共下水道

への繰出金の増加により1億3千7百万円の増となっています。 

また、減少した主な項目は、その他行政コストが特別養護老人ホーム新築の債務保

証の追加を20年度に行った影響により3億3千3百万円の減となっています。   
18年度からの推移を見ると、福祉が全体の約３割を占め、また、他の項目の倍以上

を占めており、年々大幅に上昇しています。 

これらの要因により、経常行政コストは、18年度の100億1千2百万円から21年

度には115億9百万円へと14億9千7百万円の増となっています。 
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（単位：千円）

経常行政
コ　ス　ト

経常収益
受 益 者
負担割合

経常行政
コ　ス　ト

経常収益
受 益 者
負担割合

経常行政
コ　ス　ト

経常収益
受 益 者
負担割合

経常行政
コ　ス　ト

経常収益
受 益 者
負担割合

教 育 1,243,543 57,702 4.6% 1,312,718 55,314 4.2% 1,303,478 56,803 4.4% 1,351,070 54,809 4.1%

福 祉 2,948,842 125,455 4.3% 3,078,562 121,398 3.9% 3,220,338 137,143 4.3% 3,478,766 143,947 4.1%

生 活 ｲ ﾝ ﾌ ﾗ 1,413,050 20,938 1.5% 1,408,015 18,651 1.3% 1,435,313 15,544 1.1% 1,571,497 44,781 2.8%

環 境 衛 生 943,184 9,885 1.0% 997,027 9,245 0.9% 975,850 30,075 3.1% 1,017,877 16,795 1.7%

総 務 1,132,963 21,010 1.9% 1,108,898 21,564 1.9% 1,169,629 20,628 1.8% 1,816,016 20,993 1.2%

産 業 振 興 1,306,133 7,703 0.6% 1,435,461 16,671 1.2% 1,223,746 11,496 0.9% 1,258,404 4,764 0.4%

消 防 563,515 630 0.1% 641,992 1,072 0.2% 577,561 168 0.0% 571,930 345 0.1%

18年度 19年度 21年度
区　　　分

20年度

（単位：千円）

金　　額
受 益 者
負担割合

金　　額
受 益 者
負担割合

金　　額
受 益 者
負担割合

金　　額
受 益 者
負担割合

使 用 料 ・ 手 数 料 283,800 2.8% 266,960 2.5% 268,033 2.5% 278,704 2.4%

分担金・負担金・寄附金 19,627 0.2% 27,159 0.3% 59,643 0.6% 49,626 0.5%

経 常 収 益 合 計 303,427 3.0% 294,119 2.8% 327,676 3.1% 328,330 2.9%

経 常 行 政 コ ス ト 10,011,938 10,462,989 10,718,993 11,508,637

18年度 19年度 21年度
区　　　分

20年度
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経常行政コスト

受益者負担割合

Ⅱ-３-３ 経常収益  
 

１ 性質別経常収益 
 
「使用料・手数料」は、2億7千9百万円、「分担金・負担金・寄付金」が5千万円、

これを合わせた経常収益は3億2千8百万円で、経常行政コスト115億9百万円に対

する受益者負担割合は2.9％となっています。 

また、18年度からの推移を見ると、経常行政コストに対する受益者負担割合は3％

程度で推移しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 目的別経常収益 
 
「経常行政コスト」と「経常収益」との比率を目的別にみてみると、教育[幼稚園

使用料・体育施設使用料]、福祉[保育料等]では 4.1％、生活インフラ[住宅使用料]

では2.8％、環境衛生[市営墓地使用料等]では1.7％となっており、「経常行政コスト」

の多くが受益者負担以外の税金等で賄われていることがわかります。 
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貸借対照表の 

純資産が１年間で 

どう変わったか？ 

（単位：千円）

純資産合計

期首純資産残高 46,750,249

純経常行政コスト △ 11,180,307

一般財源 8,720,269

地方税 3,802,597

地方交付税 4,070,314
その他行政コスト充当財源 847,358

補助金等受入 2,867,830

臨時損益 46 ＋391,000
災害復旧事業費 △ 4,276
公共資産除売却損益 5,649

投資損失 △ 1,327

資産評価替えによる変動額 △ 16,838

無償受贈資産受入 0

その他 0

期末純資産残高 47,141,249

純資産変動計算書
自　平成21年4月  1日　　　　至　平成22年3月31日

Ⅲ 純資産変動計算書  
 
Ⅲ-１．純資産変動計算書とは？  

 
純資産変動計算書は、民間企業会計における株主資本等変動計算書にあたるもので、

貸借対照表の純資産の部に計上されている各数値が１年間でどのように変動したのか

を表している財務書類です。 
 

Ⅲ-２．純資産変動計算書の概要  
 

Ⅲ-２-１ 総  括  
 
21年度の純経常行政コスト111億8千万円に対して、地方税や地方交付税などの一般

財源が87億2千万円、補助金等が28億6千8百万円あり、評価替えによる変動額が1

千7百万円の減となりましたが、合計で3億9千1百万円の資産増となりました。 

 

この結果、期首に467億5千万円であった純資産残高が、期末では471億4千1百万

円となりました。 
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Ⅲ-２-２ 純資産の内訳  
 

１ 公共資産等整備国県補助金等 
  
小学校・保育所施設の改修や市営住宅・消防車両の整備、その他道路などの整備で、4億

7百万円の国県補助金を受け入れしましたが、国県補助金の減価償却費が5億5千2

百万円あり、前年度と比べ 1億 4千 6百万円減少した結果、期末純資産残高は118

億2千1百万円となりました。 

 
２ 公共資産等整備一般財源等 
  
前述の資産整備などの財源のうち、国・県補助金と建設地方債を除いたもので、

374億9千4百万円となっています。 

 

３ その他一般財源等 
  
(１) 純経常行政コストと財源 

「純経常行政コスト」111億8千万円に対して、地方税や地方交付税などの一

般財源が87億2千万円、補助金が24億6千1百万円あり、合計で1百万円の財

源増となっています。 
 
(２) 臨時損益 

災害復旧事業費4百万円、投資損失1百万円のほか、公共資産売却に伴う利益

6百万円などがあります。 
 
(３) 科目振替 

①公共資産整備への財源投入、貸付金・出資金等への財源投入 

5億8千7百万円の一般財源を公共資産整備に、1億9千2百万円の一般財源

を貸付金・出資金等に充当しました。 
 
②貸付金・出資金等の回収、減価償却による財源増 

貸付金・出資金等の回収等により2億2千2百万円の一般財源を回収し、減価

償却により19億1千5百万円をその他一般財源へ振り替えました。 
 
③地方債償還に伴う財源振替 

公共資産等整備の財源として発行していた地方債を一般財源で11億3千6百

万円償還したことにより、その他一般財源から公共資産等整備一般財源へ振り替

えました。 
 
以上の結果、その他一般財源等は2億2千4百万円増加し、マイナス28億7百万

円となっています。 

 

４ 資産評価差額 
  
売却可能資産の評価替えによる変動額が1千7百万円の減となっています。 
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１年間の 

資金の流れは 

どうだったか？ 

収　　　入 支　　　出

834,694千円 1,540,039千円

12,371,673千円 8,802,769千円

収支不足　②

705,345千円

収　　　入 支　　　出

151,229千円 3,029,068千円

収支不足　③

3,568,904千円

収支余剰　①

収　　　入 支　　　出

　・人件費
　・物件費
　・社会保障給付
　・補助金等
　・支払利息
　・他会計等への事務費
　　充当財源繰出
　・その他

　・地方税
　・地方交付税
　・国県補助金
　・使用料、手数料
　・分担金、負担金等
　・諸収入
　・地方債発行額
　・基金取崩額
　・その他

経常的収支の部

　・公共資産整備支出
　・公共資産整備補助金等
　・他会計等への建設費
　　充当財源繰出

　・投資及び出資金
　・貸付金
　・基金積立額
　・他会計等への公債費
　　充当財源繰出
　・地方債償還額

公共資産整備収支の部

　・国県補助金等
　・地方債発行額
　・基金取崩額
　・その他

投資・財務的収支の部

　・国県補助金等
　・貸付金回収額
　・基金取崩額
　・地方債発行額
　・公共資産等売却収入
　・その他

2,877,839千円

①－（②＋③）
△14,280千円

期首歳計現金残高

786,206千円
期末歳計現金残高

771,926千円

市政を運営する上で、毎年度継
続的に収入、支出されるもの 

道路や学校、公園など主に資産
形成のための支出及び財源 

公営企業などへの出
資金・貸付金、地方債
の元金償還金などの
支出及び財源 

Ⅳ 資金収支計算書  
 
Ⅳ-１．資金収支計算書とは？  

 
資金収支計算書は、民間企業会計におけるキャッシュフロー計算書にあたるもので、

歳計現金（＝資金）の出入りの情報を「経常的収支の部」「公共資産整備収支の部」「投

資・財務的収支の部」の３つの区分に分けて表わした財務書類です。 
 

Ⅳ-２．資金収支計算書の概要  
 

Ⅳ-２-１ 総  括  
  
「経常的収支の部」で生じた収支余剰（黒字）35億 6千 9百万円で、「公共資産整備

収支の部」の収支不足額（赤字）7億 5百万円と「投資・財務的収支の部」の収支不足

額（赤字）28億7千8百万円を補てんしています。 
 
「経常的収支の部」の黒字よりも「公共資産整備収支の部」と「投資・財務的収支の

部」の収支不足額の合計が大きいため、期首に7億8千6百万円あった現金が、期末で

は1千4百万円減少し、7億7千2百万円となっています。 
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Ⅳ-２-２ 経常的収支の部  
 

１ 経常的支出 
  
人件費や物件費、社会保障給付費、補助金、支払利息、他会計への繰出金など日

常の行政サービスを行うにあたって必要な費用で88億3百万円となっています。 

支出額の大きい順に、人件費23億8千万円、物件費19億1千5百万円、社会保

障給付15億8千8百万円、他会計への事務費等繰出金11億8千2百万円、補助金

等11億7千7百万円などとなっています。 

 
２ 経常的収入 
  
地方税や地方交付税など日常の行政サービスを行うための支出を賄う収入で 123

億7千2百万円となっています。 

収入額の大きい順に、地方交付税40億7千万円、地方税37億8千8百万円、国

県補助金等24億3千3百万円などとなっています。 
 
この結果、経常的収支の差額35億6千9百万円が公共資産整備や地方債償還など

に充当されることになります。 

 

Ⅳ-２-３ 公共資産整備収支の部  
 

１ 支出 
  
社会資本を整備した公共資産整備支出が12億4千3百万円、他団体に補助金を支

出して公共資産を整備した公共資産整備補助金等支出が2億2千8百万円、他会計

への繰出金や補助金等のうち建設費に充てられたものが6千9百万円で、合計では

15億4千万円となっています。 

 
２ 収入 
  
公共資産整備支出の財源となった国県補助金等が4億3千5百万円、地方債発行

額が3億2百万円、基金取崩額が6千1百万円、その他の収入が3千7百万円で、

合計では8億3千5百万円となっています。 
 
この結果、公共資産整備収支の額は7億5百万円の赤字となっていますが、この

不足額は、経常的収支の黒字により賄われたことになります。 

 
Ⅳ-２-４ 投資・財務的収支の部  
 

１ 支出 
  
貸付金が6千1百万円、基金への積立金が8億4千2百万円、他会計への公債費

充当財源繰出支出が6億2千5百万円、地方債償還額が14億2千2百万円で、合計

では30億2千9百万円となっています。 

 

２ 収入 
  
支出の財源となった貸付金回収額が 1億 2千 1百万円、公共資産等売却収入が6

百万円、その他の収入が2千4百万円で、合計では1億5千1百万円となっていま

す。  
この結果、投資・財務的収支の額は28億7千8百万円の赤字となっていますが、

この不足額は、経常的収支の黒字により賄われたことになります。 



２０  
 

　収入総額 11,912,101 12,221,173 11,814,505 11,917,849 13,357,596

　地方債発行額 △ 1,268,900 △ 1,976,800 △ 974,100 △ 754,500 △ 894,696

　財政調整基金等取崩額 △ 565,861 △ 16,296 △ 575,074 △ 505,761 △ 373,348

小　計　(A) 10,077,340 10,228,077 10,265,331 10,657,588 12,089,552

　支出総額 11,668,955 12,600,768 11,823,528 11,925,757 13,371,876

　地方債元利償還額 △ 1,516,207 △ 1,546,517 △ 1,700,866 △ 1,703,821 △ 1,677,226

　財政調整基金等積立額 △ 724,150 △ 553,443 △ 664,808 △ 649,221 △ 839,918

小　計　(B) 9,428,598 10,500,808 9,457,854 9,572,715 10,854,732

648,742 △ 272,731 807,477 1,084,873 1,234,820

（単位：千円）

H21

基礎的財政収支の推移

H18 H20H17 H19

歳
入

歳
出

基礎的財政収支　(A)－(B)

項　　目

Ⅳ-２-５ 注  記  
 

１ 一時借入金に関する情報 
  
一時借入金の借入限度額は 10億円となっていますが、21年度中の一時借入れは

ありません。 

 
２ 基礎的財政収支に関する情報 
  
基礎的財政収支とは、地方債などの借金を除いた歳入と、過去の借金の元利払い

などを除いた歳出の差のことで、歳出の方が多ければ将来の借金負担が増加してい

ることになり、歳出のほうが少なければ借金が減少していることを示します。 
 
21年度では、小学校・保育所施設の改修や消防車両の整備などにより地方債発行

額が8億9千5百万円となりましたが、地方債の元利償還額16億7千7百万円を下

回ったことなどにより基礎的財政収支は12億3千5百万円のプラスとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 歳計外現金 
  
市営住宅敷金や源泉所得税、交通災害共済加入金などの歳入歳出決算外で行われ

る資金取引が2千7百万円あります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


